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　　Studies　and　investigations　on　environmental　radioactivity　are　reviewed，　which　have　been　con－
ducted　in　the　Hokkaido　Institute　of　Public　Health（HIPH）for　over　50　years　since　1957．　Nuclear
tests，　accidents　at　nuclear　plants　and　some　events　related　to　the　investigations　are　described　together
with　the　changes　of　measurement　technique，　analytical　instruments，　environmental　samples
examined，　sampling　location，　and　so　on．　Typical　analytical　results　of　those　investigations　are
summarized．　Cross　check　tests　to　guarantee　the　reliability　of　analytical　results　of　the　investigations
are　also　referred．　Emergency　examinations　on　environmental　radioactivity，　which　were　carried　out
in　HIPH，　are　described　for　the　accident　at　Chernobyl　nuclear　plant　in　1986　and　the　underground
nuclear　test　by　North　Korea　in　2006．
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は　じ　め　に
　大気圏内で実施された核爆発実験によって生成した放射
性物質は成層圏にまで達して留まり，フォールアウトとし
て陸上及び海上に降下している．北海道における環境放射
能調査はこの放射性物質の動向及び放射性物質から放出さ
れる放射線量を把握することを目的に開始された．
　わが国における人工放射能との初めての関わりは昭和
20年8月に広島，長崎に投下された原子爆弾による被爆
に遡るが，当初は一部の大学や研究機関における調査・研
究に留まっていた．
　米国が昭和29年3月に太平洋上のビキニ環礁において
実施した水爆実験の際に，第五福龍丸の乗組員と水揚げさ
れたマグロが実験に伴って生じた略死の灰”による放射能
汚染を受けた事実が判明して，大きな社会問題となった．
このことが契機となって，わが国では，昭和30年に原子
力基本法が制定された．翌昭和31年に総理府に科学技術
庁が設立されるとともに，内閣に科学技術庁長官を本部長
とする放射能対策本部が設置され，本格的な放射能調査の
体制が組織された．
　昭和32年，科学技術庁及び厚生省の要請を受けて，北
海道衛生部環境衛生課との密接な連携のもとで，当所の環
境衛生学科に放射能係が新設され，科学技術庁と北海道の
聞で「放射能水準調査」の委託契約が交わされた．以降，
年度ごとに委託契約が交わされて現在に至っており，平成
18年に半世紀にあたる50年を迎えた．本調査は昭和52
年からは「環境放射能水準調査」に名称変更された．また，
科学技術庁は省庁の改編によって平成13年1月6日から
文部科学省となった．この節目の年にあたって，関連する
国内外の主なできごとを交えて調査内容，調査対象（試料
品目，採取場所，測定項目及び年間の測定回数），測定法
及び当所に配備された機器の変遷について，その足跡を記
録として残しておくことは意義のあることと考える．なお，
その一部については当所の創立40周年記念誌1）に掲載さ
れている．
　また，蓄積されたデータは非常事態が発生した際に比較
や評価のための資料として有用である．平成18年10月に
北朝鮮による地下核爆発実験が強行され，核燃料物質や核
兵器の保有が国際的な問題として議論されている．非常時
の事例としてチェルノブイリ原子力発電所事故及び北朝鮮
による地下核爆発実験を取り上げ，その対応についてもあ
わせて記述する．
　本報では，省庁名，組織名，市町村名等の表現はその年
代に使われていたままのものとした．放射能係は昭和37
年に放射能科，平成6年に放射線科学科に名称変更されて
現在に至っている．
　本解説の構成は，1当所における50年間の環境放射能
調査の概要，II測定法及び調査対象の変遷，　III環境放射能
一！一
調査結果の概要，N放射能分析確認調査事業，　V非常時に
おける放射能調査，VI今後に向けてとした．
1．当所における50年間の環境放射能調査の概要
　当所が実施してきた環境放射能調査に関して，関連する
国内外の主なできごと，調査内容の変遷，当所に配備され
た備品及び調査に参画した自治体名を年代ごとにとりまと
めて表1に示す．また，その欄外に核爆発実験の主な実施
国とその時期を示す．
　本調査がスタートした昭和32年における自治体からの
参画は6であったが、順次他府県の参画が図られ，平成2
年からは全47都道府県による全国規模の調査になった．
　昭和31年に2台のGM計数装置，昭和32年に循環送
風式乾燥機と電気炉，昭和33年に直示天秤が配備されて，
降水，陸水等は蒸発乾固，農畜水産物等は炭化後に灰化し，
試料に含まれる全ベータ放射能の測定が開始された．昭和
32年度（初年度）の調査対象（試料品目，採取場所，測
定項目及び年間の測定回数）を表2に示す．採取場所は札
幌市及び釧路市を主体とし，多岐にわたる試料の調査が実
施された．昭和33年に調査結果をとりまとめた「放射能
調査年報1」が発刊され，その後においても毎年発行され
ている．昭和32年には科学技術庁の出先機関である放射
線医学総合研究所が発足した．同年，英国ウィンズケール
原子力発電所事故が発生した．
　昭和34年に第1回放射能調査研究成果発表会が放射線
医学総合研究所において開催され，その論文抄録集に年度
ごとの調査研究成果が掲載された．昭和53年の第20回か
ら名称が環境放射能調査研究成果発表会に変更され，現在
まで継続して開催され論文抄録集も発行されている．
　昭和37年に土壌が，昭和38年には降水（定時採取によ
る）が調査対象として追加された．
　昭和38年に携帯型のNaI（TI）シンチレーションサー
ベイメータが配備され，地表からのガンマ放射線量率の測
定が追加された．この機種はエネルギーによって効率が異
なるエネルギー補償無のタイプであって，計測の都度密封
されたコイン状のセシウムー137（Cs－137）線源による校
正を必要とした．同年7月に米国・ソ連・英国の間で大気
圏内核爆発実験停止協定が締結された．しかし，中国は昭
和39年から大気圏内核爆発実験を強行した．
　昭和39年に米国の原子力潜水艇「シードラゴン」が佐
世保に初入港したことに伴い，㈲日本分析化学研究所がそ
の放射能汚染に係る調査を担当した．ところが，昭和49
年に調査結果の捏造という不祥事件が発覚し，この研究所
は廃止されて，新たに働日本分析センターが発足した．
　昭和43年にNaI（Tl）波高分析器が配備されて牛乳中
のヨウ素一！31（1－131）の機器分析，昭和44年にエネル
ギー補償無のタイプのモニタリングポストが配備されて空
間放射線量率の連続測定が追加された．
　昭和46年12月に当所は庁舎を現在地に新築移転した．
　昭和47年に海水と海底土が調査対象として追加された．
また，卓上電子計算機及び海底土を採取するための採民器
が配備された．
　昭和48年にコパルトー60（Co－60）照射によるじゃがい
もの芽止めを目的とした士幌町農業協同組合の放射線照射
施設が開設され，営業運転に入った．この施設は食品への
放射線照射が認められた国内で唯一のものであり，平成2
年度までは北海道衛生部食品衛生課の行政試験として，帯
広保健所の協力の下で照射されたじゃがいもの吸収線量の
測定を行った．
　昭和50年に月間降下物（大型水盤による）及び日常食
（5人分・陰膳方式）が調査対象として追加された．
　昭和54年に2πガスフロー型放射能自動測定装置が配
備されて放射化学分析によるストロンチウムー90（Sr－
90）及びCs－137の測定が追加された．同年，米国スリー
マイル島原子力発電所事故が発生した．
　昭和55年に土壌及び海底土の処理法及び測定法がこれ
までの冷塩酸抽出法から大型のGM計数管を用いる直接
測定法に改訂された．12月に放射性同位元素（RI）試験
研究棟が当所に新設され，昭和58年9月にはゲルマニウ
ム（Ge）半導体検出器が道費により配備された．
　昭和59年にモニタリングポストの更新にあわせて転倒
ます型自記雨量計が配備され，採取現場における降水量を
観測できるようになった．昭和38年から同58年までの間
は，札幌管区気象台1ζ出向いて正時における降水量（1日
当たり24個のデータ）を書き写し，当所における降水量
として代用していた．
　昭和61年にソ連のチェルノブイリ原子力発電所事故が
発生して世界中を．震撚させた．同年，北海道電力㈱が建設
中の原子力発電所周辺の調査を担当するため北海道原子力
環境センターが開設された．
　昭和63年掛北海道電力㈱泊発電所が試運転を開始し，
平成元年に営業運転に入った．
　平成2年夏Ge半導体検出器が配備され，ほぼ半数の23
試料について全ベータ放射能の測定からガンマ線放出核種
分析に改訂された．
　平成3年に全ベータ放射能の測定対象は降水（定時採取
による）のみとなり，ガンマ線放出核種分析が主体になっ
た．また，放射能分析確認調査事業が追加された．
　平成5年にNal（T1）波高分析器による牛乳中の1－131
の機器分析はGe半導体検出器によるガンマ線放出核種分
析に改訂された．同年にロシアによる日本海への放射性廃
液の投棄及びソ連による日本海を含む極東海域への長年に
わたる放射性廃棄物の不法投棄が社会問題となり，海産物
の放射能調査を行った．
　平成6年にモニタリングポスト及びシンチレーション
サーベイメータが更新されてエネルギー補償有のタイプの
ものになった．
　平成10年に試料採取地点の正確な緯度及び経度を計測
して記録するために全地球測位システム（GPS；Global
Positioning　Systemの略）が配備された．同年にインド
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表1　関連する国内外の主なできごと，調査内容の変遷及び調査への参画自治体名
年　号 関連する国内外の主な出来事 調査内容と当所への配備門守 参画自治体名
1945（昭20）広島，長崎への原子爆弾投下
1954（昭29）　ビキニ環礁における水爆実験
1955（昭30）原子力基本法制定
1956（日時31）
1957（三主32）
1958（日召33）
1959（目召34）
ユ960（月召35）
科学技術庁発足
全国的な放射能調査開始
放射線医学総合研究所発足
英国ウィンズケール原子力発電所事故
第1回放射能調査研究成果発表会開催
6時間及び72時間更正値
輝環繋属弐乾燥鶴電気炉
放射能調査年報1を発刊，K40の寄与分
「除Kと表示」を補正，麿添芙種
第1回放射能調査研究成果発表会の抄録
！G蝋潜数装置（2台）
全ベータ放射能の測定を開始，降水については　東京　北海道　京都　福井
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　岡山　福岡
宮城　茨城　石川　鳥取
大阪
愛知
1961（日置36）
1962（艮召37）
1963（日召38）大気圏内核爆発実験停止協定の締結
：電気姫
抽表の、γ綿量率の測定を追加
「シンチレ1一ションザ7尽イメ藁夕．．くぬ奉♪レギ芦
輔三無｝
青森　秋田　福島　埼玉　新潟
神奈川　静岡　和歌山　兵庫
広島　高知　長崎　鹿児島
1964（昭39）原潜シードラゴンが佐世保に初入港
1968（目立43）
1969（日召44）
1970（日量45）
牛乳中の1－131の機器分析を追加
・漁王（T！）波高三二器
モニタリングポストによる空間放射線量率の連　島根
続測定を追加
悔嫉タジ財グ讃ストく出ネルギー檎僕無Σ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　山口
1971（日並46）
1972（日量47）
1973（日召48）
1974（日置49）
1975（日量50）
士幌町農協RI照射施設開設
㈲日本分析化学研究所不祥事件
㈲日本分析センター発足
（12月，庁舎を現在地に移転）
卓麗辛蟄算鵜．擦灘南（溝泥：欄〉・
上皿薩承天無
佐賀
山形　沖縄
大型水盤による降下物及び日常食の採取を追加　愛媛
1976（日量51）
1977（日召52）
1979（日量54）
1980（日量55）
米国スリーマイル島原子力発電所事故
K－40の補正を廃止「含Kと表示」
Sr－90及びCs－137の放射化学分析を追加
翫寧みフ旧型数射能霞三二楚装麟
（12月，RI試験研究棟を新築）
霧
1981（日豊56）
1983（日量58）
1984（日召59）
ソ連原子炉衛星（コスモスユ402号）落下
蟻三二茉秤
（9月，RI棟にGe半導体検出器を配備）
蕊倒ます型麹黒雨黛川風
1986（日召61）
1987（日召62）
1988（日召63）
チェルノブイリ原子力発電所事故
北海道原子力環境センター発足
泊発電所が試運転を開始
Ge半導体検出器によるγ線放出核種分析を自
主的に実施（原発事故に対応）
岩手　栃木　山梨　富山　大分
三重　香川　宮崎
1989（平元）泊発電所が営業運転を開始
ソ連原子炉衛星（コスモス1900号）落下
1990（平2）　岡山県チタン鉱石問題
1991（平3）
1992（平4）
1993（平5）日本海への放射性廃棄物投棄問題
放射能の単位をCiからBqに変更
全ベータ測定からガンマ線核種分析へ
：¢¢半導簿検出器
放射能分析確認調査事業を追加
全ベータの測定対象は降水のみに限定
降水の全ベータについては6時間更正値のみ
NaI（Tl）波高分析器による1－131の分析をガ
ンマ線核種分析へと転換
奈良　滋賀　徳島　熊本
群馬　千葉　岐阜
1994（平6）
1998（平10）インド，パキスタンによる地下核爆発実験
放射線量率の単位をμR／hからnGy／hに変更
薫ユタリγグだスゼ〈塔ネノ軌難戦補蟹誉＞1
センチレー1ションサ「搾イメータ．〈エネルギ十：
補導有）
試料採取地点の緯度・経度を記録，む？S
1999（平11）
2000（平12）
2005（平17）
2006（平18）
JCO臨界事故
モナザイト問題
北朝鮮による地下核爆発実験
六型本盤儘國佳様｝〔
放射化学分析を働日本分析センターへ
．モ帯タジング潔ス塾（エネルギー補償脊〉
転倒ます聖飼認爾量誹・
＊大気圏内核爆発実験
米国：1945～1962年，ソ連；1949～1962年，英国1952～1958年，仏国：1960～1974年，中国1964～1980年
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表2　昭和32年度（初年度）の調査対象
試料品目 採取場所 測定項目 回　数
上水・原水
　　〃
上水・蛇口水
　　ノノ
天　水
井　水
　ノノ
河川水
　ノノ
　〃
下　水
　〃
　〃
市販牛乳
　〃
野菜類＊1
ノノ　　＊2
〃　　寧3
穀　類＊4
〃　　＊5
ノノ　＊6
魚　類ネ7
〃　　宰8
獣肉（牛，豚）
ノノ
その他＊9
〃　　寧9
札幌市浄水場
釧路市浄水場
衛生研究所
釧路保健所
襟裳岬航路標識事務所
北海道大学付属農場
釧路市内
札幌市創成川
札幌市豊平川
釧路川
札幌市桑園
札幌市内下水道
釧路市内下水道
札幌市内店頭
釧路市内店頭
札幌市内家庭菜園
札幌市内店頭
釧路市内店頭
札幌市内家庭菜園
札幌市内店頭
釧路市内店頭
札幌市内店頭
釧路市内店頭
札幌市内店頭
釧路市内店頭
捻幌市内店頭
釧路市内店頭
全ベータ
　〃
　〃
　〃
　〃
　〃
　ノノ
　〃
　ノノ
　〃
　ノノ
　ノノ
　ノノ
　ノノ
　〃
　ノノ
　ノノ
　ノノ
　ノノ
　ノノ
　ノノ
　ノノ
　〃
　〃
　ノノ
　〃
　〃
16
13
6
3
8
9
8
8
1
8
8
2
8
8
8
26
18
20
3
9
6
21
18
7
6
4
4
＊1大根，じゃがいも，芥子菜，人参，茄子，長ねぎ，白菜，セロリ，赤かぶ，唐辛子
＊2大根，じゃがいも，キャベツ，ごぼう，トマト，ピーマン，ささげ，シソ，りんご
＊3大根，じゃがいも，キャベツ，ごぼう，芥子菜，白菜，レタス，春菊，たいな，
　　すもも，こくわ
＊4　大豆
＊5大豆，白米，押麦，とうもろこし
＊6大豆，小豆，とうもろこし
＊7かに，鮭，鮪，鮭，身欠錬，烏賊，スルメ，白魚，飽，ホッキガイ，ホタテガイ，
　　牡蛎，鮒，泥鰭，柳葉魚，ちか
＊8かに，鮭，ハタハタ，身世尊，鳥賊，ホッキガイ，牡蛎，アサリ，うぐい，泥鱈，
　　柳葉魚，ちか
＊9　昆布，澱粉，粉乳，魚粉
及びパキスタンによる地下核爆発実験が相次いで実施され
た．
　平成11年9月に㈱ジェー・シー・オーの東海村ウラン
加工工場において臨界事故が発生した．
　平成17年に降下物を採取する大型水盤が凍結防止用の
ヒーターを備えた雪国仕様のものに更新された．
　平成18年10月に北朝鮮が地下核爆発実験を強行し，
チェルノブイリ原子力発電所事故時以降20年ぶりに非常
時における調査体制が敷かれた．同年度（開始から50年
後）の調査対象を表3に示す．
II．測定法及び調査対象の変遷
　全ベータ放射能の測定，NaI（Tl）波高分析器による機
器分析，放射化学分析，ゲルマニウム半導体検出器による
ガンマ線スペクトロメトリー及び空間放射線量率の測定に
関して，測定法及び調査対象の変遷について述べる．
1．全ベータ放射能の測定
　この方法は，放射線のエネルギーとは無関係に放射線の
入射によって一定の大きさの信号が得られるGM領域に
おいて，気体の電離作用を利用して放射線を測定するもの
である．環境試料採取法2｝に準じて各試料を採取，処理す
る．計測用ステンレス製皿（φ251nln，深さ6mm）に移
して，全ベータ放射能測定法3）に基づいてGM計数装置
（φ25mmのGM管）を用いて全ベータ放射能を計測す
る．土壌及び海底土の直接測定法では，GM管（φ50
mm）及び計測用ステンレス二二（φ50　mm，深さ6
mm）を用いた．空の計測用ステンレス製皿について計測
してバックグラウンド（BG）値とする．比較試料として，
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表3　平成18年度（開始から50年後）の調査対象
試料品目 採取場所 測定項目 回　数
降　水
降下物
上水・原水
上水・蛇口水
上水・淡水
海　水
海底土
土壌（0～5cm）
土壌（5～20cm）
原　乳
　ノノ
市販牛乳
原　乳
　〃
大　根
ほうれん草
精　米
　〃
鮒
鮭
真鱈
ホッキガイ
ホタテガイ
昆　布
日常食
札幌市北区（当所屋上）
　　〃
札幌市中央区（藻岩浄水場）
稚内市（稚内保健所）
石狩市（茨戸湖）
余市郡余市町（余市湾）
　　〃
札幌市北区
　　〃
札幌市北区（北大農場）
　　〃
札幌市北区内店頭
岩見沢市
上川郡東神楽町
恵庭市
　ノノ
石狩市
札幌市豊：平区内店頭
石狩市
浦河郡浦河町
釧路市
苫小牧市
宗谷郡猿払村
余市郡余市町
札幌市内（5人分）
　　全ベータ
ガンマ線核種分析
　　　〃
　　　〃
　　　〃
　　　〃
　　　〃
　　　〃
　　　〃
　　　〃
　　1－131
ガンマ線核種分析
　放射化学分析
　　　ノノ
ガンマ線核種分析
　　　ノノ
　　　ノノ
　　　ノノ
　　　ノノ
　　　ノノ
　放射化学分析
　　　ノノ
　　　ノノ
　　　ノノ
ガンマ線核種分析
降水ごと
　12
　1
　1
　1
　1
　1
　1
　1
　1
　6
　1
　1
　1
　1
　！
　1
　1
　1
　1
　1
　1
　1
　1
　2
空間放射線量率＊1　札幌市北区（当所屋上）
　　　〃　　　＊2　　札幌市北区（当所構内）
全ガンマ
　〃
連続
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＊1　モニタリングポストによる　　＊2　シンチレーションサーベイメータによる
酸化ウラン（U308）線源（500　dps）または塩化カリウム
（KC1）試薬粉末を使用して計数効率を得る．　KCIには自
然放射性核種のカリウムー40（K－40）が含まれており，
100mgのKCI中のK－40は39．OpCiまたは1．445　Bqに
相当する．
　試料品目ごとの全ベータ放射能の測定期間を表4に示す．
　降水（定時採取による）については，昭和32年から同
37年までの問，札幌管区気象台（昭和32年と33年はあ
わせて釧路気象台）から提供された全ベータの測定値を
「放射能調査年報」に転載していた．採取から6時間後に
あたる15時頃に計測して得られる値を6時間更正値とい
い，自然界のラドン（Rn－222）娘核種の寄与を補正した．
次いで，72時間後に再度計測して得られる値を72時間更
正値といい，自然界のトロン（Rn－220）娘核種の寄与を
補正した．なお，平成4年にトロン娘核種の寄与は無視し
うるとして，6時間更正値のみの表示に改訂された．
　降下物（大型水盤による）については，昭和38年から
昭和49年までは爾日本分析化学研究所の依頼によって採
取及び処理に協力した．当初は「落下じん」と称していた
が，昭和58年から「降下物」と変更された．
　海水については，標準海水を用いるモールの銀滴定法に
よって塩素量（％。）をあわせて測定した．
　陸水については，主な対象は上水・原水，上水・蛇口水
及び淡水であるが，昭和32年から同37年までの間には天
水，井水，河川水，下水等を対象としたこともあった．昭
和38年からはあわせて放射化学分析に供するために陽イ
オン交換樹脂によるカラム処理法に変わった．別に炎光光
度法により試料中のK含有量を測定して，K－40による寄
与分を補正した．そこで，K－40の寄与分を補正した場合
には「除K」，補正しない場合には「含K」の表示を付記
表4　試料品目と全ベータ放射能の測定期間
試料品目 全ベータ放射能の測定期間
　降　水
　降下物
　陸　水
農畜水産物
　日常食
　海　水
　土　壌
　海底土
昭和38年度～
昭和50年度～平成2年度
昭和32年度～平成2年度
昭和32年度～平成元年度
昭和50年度～平成元年度
昭和47年度～平成元年度
昭和37年度～平成元年度
昭和47年度～平成元年度
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することになったが，昭和52年以降にあってはK－40の
寄与分を補正しないことに統一された．
　農畜水産物及び日常食については，陸水の場合と同様に
K－40の寄与分を補正した．
2．Nal（Tl）波高分析器による機器分析
　放射線（ガンマ線）がNaI（Tl）のような蛍光体（シ
ンチレータ）に入射すると，励起されて元の基底状態に戻
る時に蛍光（シンチレーション）を発する．この微弱な蛍
光は光電子増倍管（フォトマル）で増幅され電気信号の波
高（パルス）に変換される．入射したガンマ線のエネル
ギーとパルスの大きさとの間には比例関係があるので，波
高弁別器を併用することによって複数のパルスを同時に検
出することができる．
　シンチレータとしてNaI（T1）結晶（φ3インチ×3
インチ）及び波高分析器を備えた機器を用いて，NaI
（Tl）シンチレージョンスペクトロメータ機器分析法4）に
基づき，昭和44年から平成4年まで牛乳中の1－131，Cs－
137及びK－40の同時定量を実施した．計測用の容器とし
ては円筒状の塩ビ製マリネリ容器（1．8L容量）を用いた．
1－131，Cs－137及びK－40の主なエネルギー領域は，それ
ぞれ0．31～0．41MeV，0，59～0．73　MeV，1．39～1．53
MeVであるから，1chあたり10　keVに調整してエネル
ギー別に400chに分割して計測した．
3．放射化学分析
　放射性ストロンチウム分析法5）及び放射性セシウム分析
法6）に準じて，Cs－137を塩化白金酸セシウム（Cs2
PtC16），　Sr－90と放射平衡に達したイットリウムー90
（Y－90）をシュウ酸イットリウム（Y2（C204）3）の形で単
離し，放出されるベータ線を2πガスフロー型低バックグ
ラウンド放射能自動測定装置を用いて計測した．計数気体
としてQガス（98％のヘリウムと2％のイソブタンの混合
気体）を使用した．
　生体内において，CsとKあるいはSrとカルシウム
（Ca）は類似した挙動を示し，前者は全身に，後者は骨に
分布することが知られている．そこで，KとCaの元素分
析をあわせて行った．
　実施期間は昭和54年から平成17年までであり，平成
18年からは，当所が試料の採取とその灰化までの処理を，
側旧本分析センターが放射化学分析を担当することになっ
た．
4．ゲルマニウム半導体検出器によるガンマ線スペクトロ
　　メトリー
　放射線（ガンマ線）がGe結晶中を通過する時に電子と
の衝突によってエネルギーを失い，電子は移動可能な状態
に励起され，その後に正孔（電子の孔）を残す．この1対
の電子一正孔を生成するのに要するエネルギーは2．6eV
であり，分解能は極めて良い．この電子一正孔対の信号を
増幅し，波高弁別器にかけて，ガンマ線を放出する放射性
核種を同時に分析することができる．ゲルマニウム半導体
検出器等を用いる機器分析のための試料の前処理法7）及び
ゲルマニウム半導体検出器によるガンマ線スペクトロメト
リー8）に基づき，1chあたり0．5keVに調整してエネル
ギー別に4，000chに分割して計測した．計測時には液体
窒素でGe半導体検出器を冷却する必要がある．エネル
ギーが異なる数核種を含む標準線源を用意して，エネル
ギー校正，効率校正等を行った．標準線源については後述
する．
5．空間放射線量率の測定
　大気の放射線量率の測定ではNal（Tl）結晶をシンチ
レータとして用い，微弱な蛍光を光電子増倍管で増幅する．
携帯型のシンチレーションサーベイメータ及びモニタリン
グポストについて，測定期間，使用機器，読取単位及びエ
ネルギー補償の有無を表5に示す．
①携帯型シンチレーションサーベイメータ
　NaI（Tl）結晶（φ1インチ×1インチ）を有する携帯
型のサーベイメータを用いて，地表面から約1．2mの高
さにおける全ガンマ線量率を月に1回計測する．次の4段
階（a～d）に分けて測定し，cpm単位で読み取った4
個の数値を換算式に当てはめて線量率（μR／h）を算出す
る：a（そのまま），b（厚さ1mmの鉛製遮へい体を上
表5　シンチレーションサーベイメータ及びモニタリングポストの
　　　計測期間，使用機種，読取単位及びエネルギー補償の有無
シンチレーションサーベイメータ
計　測　期　間 使用機種 読取単位　　エネルギー補償
昭和39年4月～昭和57年3月
昭和57年4月～平成6年10月
平成6年11月～
東芝製SCS53101B
アロカ製TCS－121C
アロカ製TCS－！66
cpln
μR／h
nGy／h
無
無
二
モニタリングポスト
計　測　期　間 使用機種 読取単位　　エネルギー補償
昭和44年12月～平成6年11月
平成6年12月～平成18年10月
平成18年11月～
富士通製PS532
アロカ製MAR－21
アロカ製MAR－22
cps
nGy／h
nGy／h
無
有
有
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着），c（鉛製ブロック内）及びd（Cs－137標準線源）．
　平成元年からは単位の表示がnGy／hに改定され，読み
取り値（μR／h）を10倍した値を実用上の線量率（nGy／
h）と読みかえて用いることになった．
　エネルギー補償有のタイプのものはnGy／hの単位で表
示される．前述の4段階に分ける必要はなく，5回の読取
値を記録して平均値を算出する．計測の手順は簡略化され
短時間で済むようになった．また，実測される計測値は以
前の換算式から算出する方法と比較すると，20～30nGy／
h高く観測される．．
②モニタリングポスト
　この装置はNal（Tl）結晶（φ2インチ×2インチ）
を有し，屋外に設置して全ガンマ線量率を連続測定して自
記記録する．連続モニタによる環境γ線測定法9）及び空間
線量測定マニュアル10）に基づいて実施する．
　正時における計測値ならびに1日ごと及び1月ごとの上
値，下値及び平均値が記録される．
HI．放射能調査結果の概要
　1950年代から1960年代初めまでに，米国，ソ連，英国
及び仏国による大気圏内核爆発実験が競って実施されるな
かにあって，道内11カ所から採取した上水道の緩速ろ過
槽ろ砂の全ベータ放射能調査を実施し，表層から10cm
の深さまでに放射性物質が吸着されることを明らかにす
る11）とともに，半減期の長い核種の存在を推定した12）．
さらに放射化学分析によって，ろ砂中にSr－90の存在が
確認13潤された．
　野菜類の全ベータ放射能のレベルを明らかにし，摂取の
低減のために洗剤を併用して水洗することを推奨15）した．
　緑藻類（6種），褐藻類（18種）及び紅藻類（14種）に
分類した海藻について，その全ベータ放射能レベル及び藻
類の種による有意な差は認められないことを報告16・17）した．
　陸水及び食品（大根，ほうれん草，梨，牛乳，鮒，鳥賊，
しじみ貝）の全ベータ放射能レベルをとりまとめた18）．
　昭和36年にソ連が大型の核爆発実験を再開したことに
伴い，葉菜類の全ベータ放射能が増大した．そこで，洗浄
方法による除染効果を比較したところ，単なる水洗ではほ
とんど除去されないのに対して，洗剤を使用した洗浄では
15～80％が除去されることを認めた19）．
　全ベータ放射能が高く検出されたしじみ貝について，
Sr－90及びCs－137の放射化学分析を行うとともにNaI
（T1）波高分析器によるガンマ線スペクトル解析によって
ガンマ線放出核種を同定20・21）した．
　札幌産の外乳及び牧草（オーチャード）中のSr－90含
有量とストロンチウム単位の季節的な推移22）を比較した．
また，道内の6カ所における粉乳中のSr－90含有量を測
定したところ，道北のものがやや高いレベルであった23）．
　年を追うごとに調査対象が追加されており，当所におけ
る各種測定結果の報告開始年及び調査対象を表6に示
す22・24－43）．
　雨水の全ベータ放射能並びに月間降下物，上水・原水，
老躯及び土壌のSr－90について，昭和38年から同43年
までの放射能レベルの推移をとりまとめるとともに，国内
の平均的なレベルとの比較を行った29・30）．
　昭和38年に大気圏内核爆発実験停止協定が締結され，
環境における放射能レベルは低下に向かったが，昭和39
年に中国による核爆発実験が初めて実施された．中国によ
る核爆発実験の回数，実施年月日，降水（定時採取）の全
ベータ放射能の最高値及びNaI（Tl）波高分析器による
原乳中の1－131濃度の最高値を表7に示す24－42・44）．降水の
全ベータ放射能は第1，2，4，5，7，14及び22回実
験時に高かった．NaI（Tl）波高分析器による1－131濃度
は昭和43年から測定されており，第8，10，15及び22回実
験時にその影響が認められた．また，GMサーベイメータ
を用いて飛来した放射性巨大粒子を探索したところ，第3
回実験時にのみ10m2当たり3個を発見した．その強度は
各15，52，63Bq／粒であり，本州の日本海側に面した地
域において発見されたものと比較すると強いレベルではな
かった25，26）．第10回実験時に函館市において採取した降
水についてNaI（Tl）波高分析器によるガンマ線スペク
トル解析によって核種の定性分析30，31）を行った．第15回
実験時に，1日当たりの降下物，劇職と牧草の全ベータ放
表6　当所における各種測定結果の報告開始年及び調査対象
開始年 調　査　対　象 文献
昭和39年
昭和40年
昭和42年
昭和45年
昭和47年
昭和48年
昭和51年
昭和52年
昭和55年
日ごとの降水（定時採取）の全ベータ放射能の月間降下量及び
土壌の全ベータ放射能
日ごとの降水（定時採取）の全ベータ放射能の推移
シンチレーションサーベイメータによる大気の月別放射線量率
Nal（Tl）波高分析器による原乳中の1－131濃度
モニタリングポストによる大気の連続的な放射線量率
海水及び海底土の全ベータ放射能
日常食の全ベータ放射能
月間降下物の全ベータ放射能
二二水産物の放射化学分析によるSr－90とCs－137含有量・
22
24
27
32
34
35
39
40
43
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表7　中国による核爆発実験の実施年月日，降水の全ベータ放射能及び原乳の1－131
実施年月日 降水の全ベータ放射能の最高値（Bq／L）
母乳中の1－131の
最高値（Bq／L） 文　献
第1回
第2回
第3回
第4回
第5回
昭和39年10月16日
昭和40年5月14日
昭和41年5月9日
昭和41年10月27日
昭和41年12月28日
193
67
22
107
83
24，29
25，29
25，　26，　29
27，29
27，29
第6回
第7回
第8回
第9回
第10回
昭和42年6月17日
昭和42年12月24日
昭和43年12月27日
昭和44年9月23日
昭和44年9月29日
4．7
　58
7．4
N．D．
　12
0．86
N．D．
1．00
28，29
28，29
30
31，32
31，32
第11回
第12回
第13回
第14回
忌15回
昭和45年10月14日
昭和46年11月18日
昭和47年1月7日
昭和47年3月19日
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N．D．：検出下限値（降水では1．5Bq／L，原乳の1－131では0．08Bq／L）未満
　一；計測値なし
射能の推移及び原寸の1－131と牧草のバリウムー140＋ラン
タンー140の推移35・36）を報告した．第22回実験時に，原乳
中の1－131濃度は10日間ほどその影響を受け，最高値は
1．52Bq／しであった41）．なお，全26回の実験時において
大気の放射線量率に変化は認められなかった．
　都市下水道に流れ込むRIについて，下水処理場の協力
を得て原水，放流水，汚泥を採取し，全ベータ放射能，
Nal（Tl）波高分析器による1－131のガンマ線スペクトル
及び放射性ヨウ素分析法45）に基づいて化学的に単離した
1－131のベータ放射能を測定し，1－131の26％が汚泥に吸
着されること46）を明らかにした．
　昭和55年前ら年度ごとに全ベータ放射能，原乳中の
1－131，農畜水産物中のSr－90の及びCs－137含有量，空
間放射線量率（サーベイメータ及びモニタリングポスト）
の測定結果43－56）を報告したが，平成元年以降は過去3年
間の測定値を併記することになった．
　原乳，乳製品，牧草，土壌等のSr－90及びCs－137含有
量の調査57－60）から，食物連鎖系における移行率等を考察
した．
　ウラン分析法61）に基づき，半導体としてケイ素（Si）
を用いたアルファ線スペクトロメトリ一法を用いて，道内
各地から採取した土壌のウラン及びその同位体比を分
析62，63）した．
　道内各地から採取した土壌について，自然放射性核種及
びCs－137の地域別の分布，深度分布等を調査64）した．
　農畜水産物の灰化物のCs437について，放射化学分析
による方法とGe半導体検出器による方法の測定値は良く
一致65）することを確認した．
　きのこ類へのCs－137の濃縮に関する調査66・67）を実施し
た．
　モニタリングポストによる空間放射線量率の変動につい
て，日変動は気圧の変動と関連していること68），季節変動
は気温の変動と一致すること69），平常時の変動特性及び大
気の状態が急激に不安定化して降水を伴う場合に変動幅が
大きいこと70）等を報告した．
　平成4年にGe半導体検出器を用いたガンマ線スペクロ
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メトリーによる測定結果の報告が加わり，報告様式が統一
された71）．その後，年度ごとに降水の全ベータ放射能，ガ
ンマ線放出核種の機器分析，Sr－90とCs－137の放射化学
分析及び空間放射線量率の報告を継続している72－85）．
　平成5年に，ソ連が日本海を含む極東海域において昭和
34年から平成3年までの問に大量の放射性廃棄物を投棄
していたことが明らかになった．さらに，ロシアは放射性
廃液の日本海への不法投棄を強行した．そこで，ロシア産
及び日本海産の水産物の放射能調査86）を緊急に実施した
が，これまでの放射能調査の測定値と比較してその影響は
認められなかった．
　大気の放射線量率の分布及び環境試料（土壌，牧草，配
合飼料，原注）のSr－90及びCs－137含有量について，平
常時における道内の地域別のレベル調査87－89）を継続して
いる．
　貝類（石狩湾産のホッキ及び噴火湾産のホタテ）のべリ
リウムー7（Be－7）の研究90）では，　Be－7及び安定なBeに
ついて，取り込み部位とその量，濃縮係数，季節変動等を
明らかにした．
　年度ごとの詳細な調査内容及び測定結果については，
「放射能調査年報1」から「放射能調査年報50」にとりま
とめられているので参照していただきたい．
IV．放射能分析確認調査事業
　放射能分析確認調査事業は，分析結果の信頼性を確認す
るとともに分析技術の向上に資することを目的として実施
されており，標準試料法と試料分割法がある．この事業は，
Ge半導体検出器によるガンマ線放出核種の分析に伴い，
調査実施機関と㈲日本分析センターとの間で年に1回実施
される測定値のクロスチェックであり，当所は平成3年か
ら参画した．
　両機関において得られた測定値が一定の基準内で一致す
るか否かを確認する．一致しない場合は，その原因を究明
して改善策が講じられる．年度末に放射能分析確認調査技
術検討会が開催されて，具体的な事例や対処について報告
される．当所の測定結果はこれまでのところ良く一致した．
　平成17年から一定の基準という内容を明確化するため
に，「不確かさ」と「En数」という概念の導入が検討され
ており，平成19年度に正式に適用される予定である．
　試料の採取から前処理を経て測定し結果を得るまでの工
程において，「不確かさ」を生み出す要因のすべてをリス
トアップした上で，総合的な「不確かさ」の度合を両機関
で数値化しておく．両機関で得られた測定値の差を両機関
で数値化した「不確かさ」の二回忌和の平方根で除した値
は「En数」と定義され，その値が1以下であれば良い．
　当所では平成18年度に先駆けて導入しており，ほぼ良
好な結果が得られた．
1．標準試料法
　飼日本分析センターがとりまとめて㈹日本アイソトープ
協会から各機関に配布される3種類（寒天，模擬土壌及び
模擬牛乳）の標準試料について，測定値を圃日本分析セン
ターに報告し，両機関における比較検討を経て，一致する
ことを確認する．その一連の作業が完了すると，当所では
この試料を次年度における校正用の標準線源として活用し，
その後に爾日本分析センターに返却される．
　寒天は9核種（カドミウムー109ほか）を寒天に混合し
て計測用のポリプロピレン製U8容器に高さ（各1Cln，2
cm，3cln，4cm，5cm）を変えて詰めたものであり，そ
の密度はほぼ1である．
　模擬土壌は7核種（セリウムー144ほか）をアルミナに
混合して計測用のポリプロピレン製U8容器に詰めたもの
であり，その密度は土壌と同程度である．
　模擬牛乳は3核種（1－131，Cs－137，　K－40）を蒸留水に
混合したものであり，円筒状のアクリル製マリネリ容器
（2L容量）に移して測定する．
2．試料分割法
　当所で採取した日常食，土壌（0～5Cln）及び市販牛
乳の3試料について，当所と勧日本分析センターの両者で
測定し，測定値を比較検討する．
V．非常時における放射能調査
　原子力施設に関連する実験や事故が確認されると，非常
時における調査体制が組まれ，その影響を追跡することに
なる．チェルノブイリ原子力発電所事故及び北朝鮮による
地下核爆発実験を取り上げ，その調査内容を紹介する．
1．チェルノブイリ原子力発電所事故
　昭和61年4月26日にソ連のチェルノブイリ原子力発電
所事故が起こり，原子炉の炉心が溶融して大量の放射性核
種が大気圏に放出された．科学技術庁長官を本部長とする
放射能対策本部が内閣に置かれ，その指示に従って4月
29日から非常時における監視体制に入り，安全宣言が発
表された6月6日まで継続された．
　その内容は，降水の全ベータ放射能，蛇口水と原乳の
1－131とCs－137濃度及び空間放射線量率の測定値を科学
技術庁防災環境対策室の担当者に対して毎日16時までに
電話により報告するというものであった．電話による聞き
取りでは誤記や取り違いのトラブルが生じ，ファクシミリ
が導入されるきっかけになった．
　降水については前日9時から当日9時までのものを採取
して，GM計数装置を用いて15時に20分間計測し，全
ベータ放射能濃度（pCi／L）を測定した．
　蛇口水については10時に当実験室において2Lを採取
した．原乳については北海道大学付属農場の全面的な協力
を得て，一頭の乳牛を特定して8時30分と16時30分に
搾乳したものから各2Lを採取した．試料を測定用の塩ビ
製マリネリ容器（1．8L容量）に移し，　Nal（Tl）波高分
析器を用いて3核種（1－131，Cs－137，　K－40）の濃度
（pCi／L）を測定した．9時に原乳を，10時30分に蛇口水
を，12時に降水を各60分間，17時に原乳を1，000分間計
測した．
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　空間放射線量率はモニタリングポストについて前日15
時から当日15時までの正時における値（cps）を読み取り，
上値，下値及び平均値を報告した．
　当所の独自の試みとして，牧草を採取し，当所のRI試
験研究棟に配備されていたGe半導体検出器を用いて，ガ
ンマ線放出核種の含有量（pCi／kg生）を測定した．特定
した乳牛が移動する放牧区に合わせて10時頃に牧草地か
ら生の牧草を刈り取り，105℃で乾燥した後に粉砕したも
のをU8容器に詰め，10，000～50，000秒間計測した．特
定した乳牛の！回当たりの搾乳量及び1日当たりの牧草の
摂取量のデータは北海道大学付属農場から提供された．非
常時の監視体制は6月6日に解除されたが，通常のレベル
に戻ったとの判断を下した7月中旬まで調査を継続した．
　国内の観測網では，5月3日に採取した浮遊塵及び5月
4日に採取した降水（定時採取）から平常時を上回る全
ベータ放射能や多種類の放射性核種が検出された．事故発
生から7日間でわが国まで放射性物質が輸送されたものと
推察される．
　当所では5月2日に採取した降水から全ベータ放射能は
検出されず，2日から6日の間に降水はなかった．5月4
日に採取した牧草及び5月7日に採取した降水から多種類
の放射性核種が検出された．その後，降水，原説及び牧草
からは通常のレベルをはるかに超える全ベータ放射能，
Cs－137及び1－131が検出された．
　牧草の1－131は5月9日に最大となった後に徐々に減少
し，6月15日には通常のレベルになった．牧草のCs－137
は5月16日と28日に最大となった後に減少し，6月15
日に通常のレベルに戻った．
　泌乳の1－131は5月12日から生の牧草の給餌量を徐々
に増して16日に放牧されると急激に増加し，18日に最大
となってからは減少し，6月15日には通常のレベルに
戻った．原意のCs－137は放牧後の5月19日と30日に最
大となってからは減少し，7月10日に通常のレベルに
戻った．
　Cs－137及びH31について，牧草及び原爆における含
有量の推移を明らかにするとともに，牧草からの総摂取量
と乳への総分泌量を比較して移行比を求めたところ，Cs－
137では16％，1－131では9％であった91）．また，牧草か
ら乳牛の乳への移行係数（乳用家畜が1日に摂取した放射
性核種の量（Bq／d）と乳汁中の当該核種の濃度（Bq／L）
との比と定義）を算出したところ，Cs－137では0．0051　d／
L，1－131では0．0037d／しであった92）．
　1－131に関する摂取限度として，飲料水，牛乳及び葉野
菜について，それぞれ3，000pCi／L（111　Bq／L），6，000
pCi／L（222　Bq／L），200，000　pCi／kg（7，400　Bq／kg）が
適用されたが，この値を超えることはなかった．Cs－137
の摂取限度は定められていなかったので，厚生省は輸入食
品を対象としたCs－137（含Cs一ユ34）の暫定限度を370
Bq／kg（10，000　pCi／kg）に設定した．また，この事故に
おける対応の教訓として，委託実施計画書に非常時におけ
る調査の項目が盛り込まれた．
　昭和38年から平成16年までの札幌市における月間降下
物のCs－137とSr－90降下量の推移を図1に示す．当所が
試料を採取，処理し，昭和49年以前では飼日本分析化学
研究所が，昭和50年以降は勧日本分析センターが放射化
学分析を実施した．1986年（昭和61年）にはこの事故に
由来する顕著なピークが認められる．その規模は過去に実
施された大気圏内核爆発実験時のものに匹敵するレベルと
いえる．核分裂によって生成するCs－137とSr－90の割合
（％）は，それぞれ5．57，3．50であり，Cs－137の方が
Sr－90の1．6倍多い93）関係にある．原子炉の形態によるも
のと考えられるが，Sr－90の放出は少なかったようである．
1990年代以降では，両核種のデータは検出下限値（Sr－90，
Cs－137ともに約0．025　MBq／km2）を下回ることが多く
なり，あたかも櫛の歯が欠けているようにみえる．㈲日本
分析センターが管理運営している文部科学省のホームペー
ジの「日本の環境放射能と放射線」（http：／／search．
kankyo－hoshano．gojp）によって，この図を含む情報を
検索することが可能である．この事故は炉心の溶融にまで
至ったので，Cs－137とともにCs－134がほぼ2対1の割
合（Cs－134／Cs－137＝0．506）94）で大気中に放出された．北
海道大学付属農場から採取した原乳及び札幌市内の5人
（5世帯）から採取した日常食について，当所がGe半導
体検出器を用いて測定した事故前後におけるCs－137と
Cs－134含有量の推移9‘）を図2に示す．この事故に由来す
るCs－134が1年半後まで認められた．このように平常時
において蓄積されたデータと比較することは，異常値の検
出，放射能レベルの比較，安全性の評価等を行う上で分か
りやすい資料として活用される．
　輸入される食品等について，この事故による放射能汚染
が懸念された．平成元年度から平成11年度まで北海道内
に流通している輸入食品に含まれる放射能レベルを把握す
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る目的で，北海道保健環境部食品衛生課の行政試験として
「輸入食品のCs－137（含Cs－134）調査」を実施した．平
成元年度に入手した輸入食品の放射性セシウム含有量なら
びに道内の自治体における放射能検査体制を報告した96）．
また，年度ごと及び平成元年度からの累積にわけて，食品
名，輸入国及びセシウム含有量区分（各ND，～1，1～
！0，10～50，50～100Bq／kg）を報告した97－105）．全480
試料について，食品群ごとの輸入国数，試料数，セシウム
含有量区分及びこの事故による寄与率等をとりまとめ
た106）．
2．北朝鮮による地下核爆発実験
　平成18年10月初旬に北朝鮮が地下核爆発実験を実施す
る可能性が高いとの情報を受け，内閣官房副長官を議長と
する放射能対策連絡会議が内閣に設置された．その構成員
である文部科学省科学技術・学術政策局長は環境放射能水
準調査を実施している都道府県及び勧日本分析センターに
対して委託実施計画書のモニタリング強化を指示した．こ
れを受けて，文部科学省科学技術・学術政策局防災環境対
策室から北海道保健福祉部健康推進課へ，同課から当所企
画総務部企画情報室長へ，同室長から健康科学部長を経て
担当者へとの連絡体制を直ちに整えた．また，相互の連絡
及び報告書には電子メールを利用することとした．
　「北朝鮮による地下核実験実施発表に伴う当面の対応措
置について」（平成18年10月9日放射能対策連絡会議代
表幹事会）及び「国外における原子力関係事象発生時の対
応について」（平成18年10月9日文部科学省科学技術・
学術政策局防災環境対策室）により，モニタリングの強化
が指示されるとともに，9日22時までに空間放射線量率
に関する異常値の有無に関する1回目の報告が求められた．
その後におけるモニタリング強化の内容は，モニタリング
ポストによる空間放射線量率及びGe半導体検出器を用い
た1日間の降下物の核種分析に係る測定値を10時までに
防災環境対策室に電子メールで報告することであった．
　空間放射線量率（nGy／h）は前日9時から当日9時まで
の上値，下値，平均値及び天候を記録した．
　緊急時におけるガンマ線スペクトロメトリーのための試
料前処理法107）に基づき，1日間の降下物は降水を定時に
採取する採水器を利用し，前日15時から当日15時までに
貯まった降水と受水面の洗浄水をあわせて採取し，ポリプ
ロピレン製のU8容器に詰めてGe半導体検出器を用いて
6時間（21，600秒）計測してガンマ線放出核種を測定し
た．また，降水量を記録した．
　10月24日に放射能対策連絡会議幹事会が開催されて，
空間放射線量率に異常値の検出はなく，降下物からも人工
放射性核種は検出されなかったことから，通常の体制に復
して異常値が検出された場合は速やかに連絡することにな
り，25日の報告分をもって非常時の調査は解除された．
当所の測定においても異常値は認められなかった．
　今回の非常時の調査では，連絡体制や電子メールでのや
りとりを事前に準備していたので，混乱もなく対応するこ
とができた．
VI．今後に向けて
　北海道の地理的な状況として，日本の最北端に位置して
おり，国土総面積の約5分半1を占める．わが国では，中
国大陸等から輸送された大気からの供給があるので，太平
洋側に面した地域よりも日本海側に面した地域において放
射性降下物量が多い．北海道でも同様な傾向が認められる．
さらに，平成7年から実施中の放射能調査87－89）から，釧
路・根室，渡島・檜山，オホーツク海沿岸，宗谷・留萌の
各地域における環境試料（土壌，牧草，原乳）の放射能レ
ベルが把握され，地域による特徴が明らかになりつつある．
　北海道は北半球におけるジェット気流の通過地点であり，
周囲を日本海・太平洋・オホーツク海に囲まれている．ま
た，北半球には多数の原子力発電所が営業運転しており，
事故の発生とその影響が危惧される．さらに，英国や仏国
の大型再処理施設及び青森県において稼働する再処理施設
から放射性希ガスが放出される．従って，北海道は上空あ
るいは日本海流・千島海流・親潮・黒潮等を経由した国内
外からの放射能汚染を監視する観測定点として好適な条件
を備えている．
　本調査は地道なデータの蓄積であるが，核爆発実験，原
子力施設事故，放射性廃棄物の投棄等の非常時における貴
重な資料となった．予測できない非常事態が発生した時に
速やかに対応するためには，今後とも：専門的な知識の習得
及び放射能分析確認調査事業等を通して培われる技術の向
上が図られるとともに，関係機関との連絡体制を構築して
おくことが重要である．
要 約
　北海道立衛生研究所が昭和32年（1957年）から50年
間に亘って実施してきた環境放射能調査について，関連す
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る国内外の主なできごとならびに調査内容，調査対象，測
定法及び配備された機器の変遷をとりまとめた．また，本
調査を主体として得られた成果を概説するとともに分析結
果の信頼性を確認するために実施されているクロスチェッ
クについて述べた．さらに，非常時の事例としてチェルノ
ブイリ原子力発電所事故及び北朝鮮による地下核爆発実験
を取り上げて，その対応等について紹介した．
　50年間に亘る本調査の遂行にあたって，事務的な手続
き，調査の立案，調査地点の選定，試料の採取及び処理，
情報交換等にご協力いただいた多くの関係者に謝意を表し
ます．
　本調査は，青柳直樹，安藤芳明，市橋大山，井上勝弘，
奥井登代，小林　智，佐藤千鶴子，佐藤洋子，横山裕之の
各氏及び著者によって実施されたことを付記して稿を終え
る．
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